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研究論文

異なる種類のリスク比較を可能にする評価戦略

−　質調整生存年数を用いたトルエンの詳細リスク評価　−

岸本 充生

　化学物質のヒト健康に対するリスク評価に関して、社会のニーズを、1）基準値や規制値の導出、2）リスクの懸念のないものを選り
分けるスクリーニング評価、3）異なる種類の化学物質同士のリスクの比較や排出削減対策の費用対効果の評価、の 3つに区別した
うえで、1）と2）に応える形で設計された現行のリスク評価手法はそのままの形では、新たなニーズである3）を満たすことができな
いこと示し、トルエンを例に、3）を満たすための新しいリスク評価手法を提案した。質調整生存年数を健康リスクの指標とすることで、
異なる種類の化学物質同士、さらには事故や疾病等の他のリスクとも比較することが可能となる。

1　はじめに
　環境・安全・健康の問題に合理的に対処するためには、「リ
スク」という概念や「リスク評価」という手法が必要不可
欠であるという認識は近年かなり定着してきた。化学物質
のヒトに対するリスクは、その化学物質が持つ有害性（毒性、
ハザード）の大きさと、ヒトがそれにさらされる曝露量（摂
取量）を掛け合わせたものであり、毒性の強い物質でも摂
取量が少なければリスクは小さいが、さほど毒性は強くな
くても摂取量が多ければリスクは大きくなりうる。化学物質
のリスク評価としては、動物実験やヒト疫学調査に基づく
有害性評価から導出された無毒性量（ここまでなら摂取し
ても大丈夫な量）と、実際の曝露量とを比較して、対象と
なる化学物質の環境中濃度や摂取量が許容範囲内である
かどうかを判断する手続きが確立されてきた。この方法は、
環境基準値の設定や、リスクの懸念のない物質を選り分け
るためのスクリーニングに実際に使われている。
　しかし、リスク評価に期待されている役割はそれだけで
はない。世の中のリスクを最小にするという大きな目標を達
成するためには、それぞれの物質のリスクの大きさの定量
化と相互比較、および、リスク削減対策ごとの費用対効果
の計算とそれに基づく優先順位付けが必要である。このた
めに必要な、しかるべき統計的手続きに基づくリスク評価
の方法は確立されていない。
　本稿では、リスク評価という学際的・統合的なプロセス
の成り立ちに立ち返ることによって、新たな社会ニーズに応
えるためのもう1 つのリスク評価の試みを、トルエンの詳細
リスク評価を例に示す［1］。それは、新たな社会ニーズから
出発して、個別の要素技術を横断的に再検討したうえで、
それぞれに対して必要な改訂を加え、それらを1 つのシナ

リオに再統合していく試行錯誤の過程であった。
　トルエンは、常温で無色透明な液体であるが、高い揮
発性を有している。そのため、環境中に排出されたトルエ
ンの大部分は、気体として大気中に移行する。日本にお
いて 2001 年度から始まった化学物質排出移動量届出制度

（PRTR）において、すべての年で環境中への排出量が最
も多い物質であり、ヒトの健康を損なう室内汚染物質とし
ても知られている。2 章では社会ニーズとリスク評価手法の
関係について整理した。3 章では新たな社会ニーズに対応
するために実施した、要素技術ごとの手法開発・改良の内
容とそれによって得られたリスクの評価結果について、4 章
では、トルエンの詳細リスク評価を通じて得られた考察と
今後の課題についてまとめた。

2　社会ニーズとリスク評価手法
　現行の化学物質リスク評価は図１のような手順で実施さ
れ、その目的（社会ニーズ）により大きく2 種類に分けるこ
とができる。第一は、化学物質濃度の基準値や規制値と
いった参照値を導出するためのリスク評価である。これは
厳密に言うと有害性評価であるが、環境中濃度の測定値と
比較する形で用いられるのでリスク評価と呼んでもよいだろ
う。環境省による環境基準値や指針値、厚生労働省によ
る室内濃度に関する指針値、残留農薬の基準値、作業環
境中の管理濃度の設定などがこれに相当する。これらの参
照値が想定している社会ニーズは、社会の中の感受性の高
い人 （々子供等の生物的弱者）や曝露量が特に多い人々を
も確実に保護することであり、参照値は、動物実験などか
ら得られた無毒性量を十分に大きな不確実性係数（安全
係数）で割ることによって求められる。そのため、参照値
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をわずかに超えた程度では多くの人にとっては何ら影響が
出ない。
　第二は、スクリーニング的なリスク評価である。環境省
による環境リスク評価、経済産業省による初期リスク評価、
食品安全委員会による各種リスク評価などがこれに相当す
る。ここでは、有害性の評価に加え、曝露量の推計にもワー
ストケース・シナリオが適用され、例えば実測値や予測値
の 95 パーセンタイル値用語 1 が使われる。これが想定する
社会ニーズは、有害性の大きさや曝露量を過大に見積もっ
たうえでもリスクの懸念がないと評価されるような物質をリ
ストから除くこと、すなわちスクリーニングである。リスク
の懸念があるとされた物質にはさらに詳細な評価が必要と
なるとともに、この時点で予防的な対策がとられることもあ
る。
　このような曝露評価や有害性評価の方法やリスクの判断
基準は、参照値を定めたい、あるいはスクリーニング判定
がしたいという社会ニーズに合わせて考案されたものであ
る。図１に示したグレーの矢印が評価の手順であるのに対
して、構成する要素技術は白色の矢印の方向で開発された
と想像される。つまり、現行の各要素技術は、ある特定の
社会ニーズを満たすために最適化された手法であり、社会
ニーズが違えばそれらは必ずしも最適な手法であるとは限
らないのである。
　近年、新たな社会ニーズが生じている。それは、例えば、
ある化学物質とその代替物質の間でのリスクの比較、ある
いは、化学物質のリスクと、事故や気候変動などの異なる
種類のリスクとの間で、どちらを重視するかといった意思
決定であり、また、リスク削減対策がその費用に見合った
ものであるかという費用対効果の評価である。安全寄りの
仮定（不確実性やばらつきがある場合には必ずリスクが大
きく計算されるような仮定）のもとで行われた有害性評価
と、ワーストケースを使って大きめに見積もられた曝露評価

では、このような社会ニーズには応えることができない。し
かし、評価目的と評価手法の間にある対応関係に自覚的
でないならば、図 1 で確立されたリスク評価手法をそのま
ま他の社会ニーズに適用してしまうことになる。その結果、
化学物質のリスクは過大に評価され、リスク削減効果は過
大に推計され、対策の費用対効果は期待値（最もありそう
な値）よりもずっと良いものとして計算されてしまう。また、
化学物質同士でもそれぞれの安全寄りの程度（例えば不確
実性係数の大きさ）が異なるために、相互の比較は困難で
ある。第一、第二とは大きく性質の異なる第三の社会ニー
ズに応えるためには、リスク評価の手法が初めて開発され
たときと同じように、もう一度、社会ニーズという最下流に
立ち返り、そこから逆に上流側に位置する各要素技術へと
たどってみることが必要である。

3　異なるリスクを相互比較するための定量化手法
3.1　社会ニーズからのバックキャスト
　リスク評価の作業手順とは逆向きに、新たな社会ニーズ
から出発し、それを達成するためにはどのような要素技術
が必要になってくるかを順に検討していった。図 2 に白い
矢印でその検討プロセスを示した。 
　ある化学物質のリスクを他の化学物質や他の種類のリス
クと比較したり、費用対効果によってリスク削減対策に優
先順位を付けたりするためには、リスクの大きさを共通指
標で表すことが必要である。健康影響に関する共通指標
に必要な条件は、死亡影響（死亡することによって余命を
損失する）と非死亡影響（死亡には至らないが生活の質が
下がる）の双方を考慮できることである。われわれは、医
療分野で使われている生活の質（Quality of Life: QOL）
を用いた質調整生存年数（Quality Adjusted Life−Year: 
QALY）を採用することにした。QALYとは、図 3 に示す
ように、横軸に年齢、縦軸にその時点での QOL（健康を

図１　現行のリスク評価プロセスと社会ニーズ 図２　新しいリスク評価プロセスのための要素技術の再検討
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図３　質調整生存年数（QALY）の概念

1、死亡を 0）をとった場合のグレーの部分の面積に相当
する。何らかの影響で QOL が点線まで下がった場合、損
失 QALY は面積の減少分に相当する。損失 QALY は、
QOL の低下分を含むことによって、損失余命だけでは捉え
られない健康影響の大きさを表現することが可能になる。
　化学物質に曝露されることによって生じるヒト健康リスク
の大きさを QALY で表現するためには、年間平均曝露濃
度を、摂取量と発症確率の間の関係式を表す用量反応関
数用語 2 に代入することで求められた症状の発症件数に、死
亡を 0、健康を1として導出された症状ごとの QOL の重み
を掛け合わせる必要がある。用量反応関数は、自覚症状
を指標として慢性的影響を調査したヒト疫学データから導
出されることが望ましい。計算に必要な個人曝露量は「年
平均値」であり、屋外大気中濃度と室内空気中濃度を生
活時間の比率で重み付けたものとして表される。屋外大気
中濃度の全国分布を大気拡散モデルにより推計するため
には、日本全国の大気排出量の分布データが必要である。
これらはすべて上限値ではなく、中央推計値あるいは平均
値（および可能ならばその分布）として推計されることが
望ましい。
　以上のようなニーズを前提に、各要素技術の現状につい
て再検討を行った。その結果、以下に具体的に述べるよう
に、既存の要素技術の多くは、そのままの形では適用する
ことができないことが分かった。そのため、それぞれを目
的に合うように修正したり、大胆な仮定を置くことで計算を
進めたり、新たに手法を開発したりしながら、図 2 のグレー
の矢印に沿って、トルエンのリスク評価を実践していくこと
にした。
3.2　排出量の推計

初期のリスク評価は、化学物質の濃度の実測値をベース
に行われていたために、排出量の推計や発生源の探索は
重視されてこなかった。しかし、排出削減対策の効果のシ
ミュレーションを行うためには、発生源と排出量を量的に

把握しておく必要がある。例えば、排出の大部分を占めて
いると想定した排出源で対策を実施したにもかかわらず、
本当はそこからの排出量が占める割合が総排出量の半分
に過ぎないとしたら、実際の効果は想定したものの半分に
しかならないことになる。また、排出量が推計される場合
でも、非意図的排出や自然発生源からの排出などの不確
実性の大きな項目は計上されないことが多いため、総排出
量の推計値は過小評価になりやすい。トルエンの場合は、
PRTR の開始当初は、自動車燃料からの蒸発分や、暖機
前のエンジンからの過剰排出量（コールドスタート排出量）
が計上されていなかったため、これらについては独自に推
計を試みた。
3.3　個人曝露濃度分布の推計
　化学物質の濃度の計測は，濃度の高そうな場所や条件
のもとで実施される傾向があり、日本に住む人々が実際に
どのような濃度分布に曝露されているのか分からなかった。
計測データは、大気中濃度については当該化学物質を排
出する事業所近傍、室内濃度については新築家屋に極端
に偏っているうえに、大気環境と室内環境での評価は別々
に実施されていた。また、室内濃度の計測データのほぼす
べてが 1 家庭での 1日平均値であり、年平均値やその家庭
間変動に関するデータは皆無であった。
　屋外大気中濃度に関しては、作成した排出量の分布デー
タをもとに、産総研で開発された大気拡散モデル（AIST-
ADMER）を用いて日本全国の 5 km グリッドごとの大気
中濃度を予測した［2］。屋外大気中濃度の全国平均値は 1.5 
µg/m3 で、最大値は 67 µg/m3 となった。室内濃度につい
ては、情報公開請求によって入手した日本全国の 207 家庭
の室内濃度と屋外大気中濃度の 1 日平均値を利用した［3］。
トルエンは室内からの排出量が多いため、室内空気中濃
度が屋外大気中濃度よりも高くなる傾向がある。そのため
まず前者から後者を差し引いたものを、室内発生源寄与濃
度とし、これに対数正規分布をあてはめ、「（A）1 日平均
値の家庭間変動」とした。これをもとに、年間平均値の家
庭間変動を求めるために以下のような手順を考案した。
　まず、1 つの家庭における年間を通した室内発生源寄与
濃度の日間変動の大きさ、すなわち「（B）1 日平均値の家
庭内変動」を推計する。次に、「（A）1日平均値の家庭間
変動」は、「（C）年間平均値の家庭間変動」に、「（B）1
日平均値の家庭内変動」が加わったものであると想定する。
つまり、（C）は（A）から（B）を差し引いたものとして求
められる。室内発生源寄与濃度は、室内発生量に比例し、
換気回数に反比例すると考えられるが、両者の日間変動に
関するデータは存在しなかった。そこで、専門家への聞き
取り調査を行い、実際に人が住んでいる家屋について、「1

生活の質（QOL)
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時間あたりの換気回数の 1 日平均値の日間変動」はその
95 ％が含まれる範囲を 0.5 ～ 10 回、想定される温度範囲
においては「1日あたりトルエン放散量の日間変動」はゼロ
と想定した。その結果、分散の加法性によって、室内発生
源寄与濃度の年間平均値は幾何平均値 15.72 µg/m3、幾
何標準偏差 4.28 の対数正規分布に従うと予想された。
　こうして導出された室内発生源寄与濃度分布と屋外大
気中濃度分布を、室内と屋外が 9 対 1 であるという生活
時間比率［4］で加重平均して、個人曝露濃度の分布を求め
た（図 4）。図は室内発生源のみの場合の曝露濃度分布、
次に移動発生源や排出量が比較的少ない事業所からの排
出量を加えた場合、最後に年間 30トン以上排出している
高排出事業所からの排出量を加えた場合を示している。
3.4　疫学を用いた用量反応関係の導出
　現行のリスク評価では、疫学調査や動物実験から、無
毒性量の値を得ることが有害性評価のアウトプットである。
しかし、物質ごとに、指標とされる毒性影響の種類やその
重篤度、不確実性係数の大きさが異なるために、無毒性
量や参照値の値だけでは有害性の大きさを相互に比較する
ことが難しい。そこで、疫学調査の結果を用いて、健康影
響と曝露濃度の関係、すなわち、用量反応関数を導出す
ることを試みた。グラビア印刷工場の労働者を対象に実施

された疫学調査［5］において調査された様 な々自覚症状のう
ち、曝露量と発症確率に相関が見られた 8 症状を選び、こ
れらに適合する関数形をあてはめ、用量反応関数を導出し
た。図 5 に示したのは 8 つの自覚症状の曝露濃度別の発
症確率のデータである。曝露量が増えるにつれて、各症状
の発症確率が上がるだけでなく、発症する症状の数も増え
るという形になった。 
3.5　ヒト健康リスクの定量化
　3.3 節で導出した個人曝露濃度分布を、3.4 節で導出し
た用量反応関数に代入し、得られた症状の発症件数にそ
れらの重篤度を掛け合わせることによって、日本に住む人々
のトルエン曝露による総健康リスクを「損失 QALY」の大
きさ（単位は年）として表すことができる。各症状および
症状の組み合わせの重篤度は、死亡を 0、健康を１とした 
QOL 指標で表した。QOL には、医療分野で用いられてい
る多属性効用尺度である HUI（Health Utilities Index）3
を用いた［6］。HUI3 は 8 つの属性（視力、聴力、発話、移
動、手指機能、感情、認知、痛み）について、それぞれ
5 ～ 6 段階で評価し合計 972,000 通りの健康状態の QOL
値が得られる。計算の結果、2001 年度における健康リス
クは、表 1 のように、日本に住む人々全員に対して、197 年
の QALY 損失であると計算された。他の化学物質や他の

図４　日本人全体の個人曝露濃度（年間平均値）の分布
「高排出事業所」とは年間 30トン以上大気に排出している事業所を指す
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種類のリスクについて同様な計算ができれば、リスクの大
きさの相互比較を行うことができるので、本手法の有効性
がさらに発揮される。
3.6　リスク削減対策の費用対効果
　大気拡散モデルや用量反応関数を利用することによって、
発生源からヒト健康リスクまでがつながったことで、発生
源において排出削減対策を行った場合の健康リスクの削減
効果をシミュレートし、「獲得 QALY」として定量的に表現
することが可能となった。排出削減対策の 1 年あたりの費
用を計算すれば「QALY を1 年獲得するための費用」が
計算できる。ここでは、トルエンの 2001 年度の PRTR 届
出排出量の 10 ％を、蓄熱燃焼装置を設置することによっ
て削減するという対策を行った場合の費用対効果を試算し
た。この対策による1 年あたりの獲得 QALY は約 1.6 年と
推計された。蓄熱燃焼装置によるトルエン 1トン排出削減
費用は 3.3 万円（処理ガス量 10 万 m3N/ 時間）から10 万
円（処理ガス量 7,500 m3N/ 時間）と推計されたため、こ
れを PRTR 届出排出量の 10 ％に相当する約 13,000トン
に当てはめると、年間費用は 4.3 ～ 13 億円となった。以上
から、「QALY を1 年獲得するための費用」は約 2.7 ～ 8.1
億円と計算された。このような形で表された単位リスク削
減費用は、異なる化学物質同士だけでなく、感染症、事故、
災害といった他の種類のリスク削減対策とも比較可能であ
り、リスク削減の優先順位付けに有用な情報が提供できる。

4　考察と今後の課題
現行のリスク評価手法も最初は、環境基準値を設定した

いという社会ニーズから逆にたどって、それぞれの技術要
素が開発され、それらは標準的な方法として定着し、そこ

に専門分野と専門家が生まれた。そのため、リスク評価に
関して社会において新たなニーズが生まれたとき、各分野
の専門家は手持ちの技術要素をそのまま適用してしまうこ
とは容易に想像できる。リスク評価のユーザー側も、専門
分野の中身までなかなか吟味することができない。一度、
専門分野として確立してしまえば、そこでは研究分野独自
の論理で学問は自律的に発展していく。しかし、そこで生
まれた最先端の研究が新しい社会ニーズを満たすことがで
きるかどうかは自明ではない。新しいリスク評価において
必要となる各分野の要素技術は、それぞれの専門分野の
中からは内生的に生まれてくる必然性はないからである。

本研究では、異なる種類のリスクの間での比較、あるい
は、リスク削減対策の経済効率性の評価といった新しい社
会ニーズを満たすために必要なリスク評価の要素技術のそ
れぞれを、下流の社会ニーズの側から上流に向かって 1 つ
ずつ検討し、必要な改訂を施していった。評価に用いた仮
定には、それぞれの専門分野から見れば、根拠が薄いも
のも含まれていることも確かである。今後はこれらの課題
を解決していくとともに、各分野の専門家に研究ニーズを
正しく伝えることも必要である。また、本研究で採用した
方法論が他の化学物質や他の種類のリスクの評価にも使え
ることを示していくことも課題である。

図５　自覚症状別および曝露濃度別の発症確率

表 1　トルエン曝露による日本人全体の1年あたり質調整生存
年数（QALY）の損失

室内発生源寄与分
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リスク評価手法を常に社会ニーズに合ったものに革新し
ていくためには、リスク評価のユーザー、つまりリスク管理
を行う側が、リスク評価コミュニティに対して、積極的にニー
ズを訴えかけていく、あるいはリスク評価の手法について
指示を出すことが必要である。リスク評価は，学際的な仕
事であると言われるが、異なる分野の専門家の仕事を切り
貼りするだけでは完成しない。社会ニーズに応えるというア
ウトプットを前提に、それに向けた首尾一貫した思考プロセ
スに貫かれていなければならない。

用語説明

用語１：計測値を小さい順に並べた場合に、小さい方から 95 ％
　（大きい方から 5 ％）に位置する数値

用語２：化学物質の摂取量（曝露量）を説明変数に、健康影響
　の発現確率を被説明変数とし、両者の関係を数式で表
　現したもの

キーワード

化学物質、リスク評価、社会ニーズ、定量化、相互比較、
費用対効果
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査読者との議論

議論1　質調整生存年数と健康寿命との関係

コメント・質問（小野 晃）
異なる種類のリスクを、人の寿命の損失と言う共通評価軸の上で評

価し、それらを相互に比較可能にしたことは大きな成果であると思いま
す。これまでリスクに関する議論は、「絶対に安全である」とか、「事故
は起こりえない」といった極端な理解に流れる傾向がありましたが、本
手法が普及することによって、より合理的なリスクの判断がなされ、社
会全体として柔軟な対策が可能となることを期待します。

図 5 で取り上げている自覚症状を見た場合、今回取り上げた共通評
価軸は一般に「健康寿命」と言われているものと同じと考えてよいでしょ
うか。

回答（岸本 充生）
健康寿命は、健康上の問題で日常生活に影響がない期間を指します。

図 3 で言えば、生活の質（QOL）が 1 から大きく離れ始めるところを指
しています。QOL が 1よりも有意に下がったらそれをゼロと同等とみな
していることになります。QOL がゼロになるところが通常の寿命です。
この場合は、QOL がゼロでない（死亡していない）限り、QOL を1と
みなしていることになります。そういう意味では、本論文で採用してい
る質調整生存年数（QALY）は、健康寿命と通常の寿命のちょうど間
に位置し、健康状態を最も的確に反映した指標であると言えます。

議論2　他のリスクとの比較可能性

質問　（小野 晃）
本評価手法は、たとえば地震に対する原子力発電所の事故のリスク

にも適用できるものでしょうか。またそのリスクを化学物質のリスクと共
通の評価軸上で比較することは可能でしょうか。

さらに本評価手法は、鳥インフルエンザのような国境を越えたリスク
や、グローバルな温暖化による地球環境の破壊のリスクにも適用できる
ものでしょうか。

回答　（岸本 充生）
質調整生存年数（QALY）は、死亡影響（死亡することによって余

命を損失する）と非死亡影響（死亡には至らないが生活の質が下がる）
を合わせたリスク指標であるので、ヒト健康リスクへの影響に関しては、
原子力発電所の事故リスクも含めて、ほとんどのものに適用可能です。

多くの場合、リスクはワーストケースを想定して描かれます。どれくら
いワーストであるのかもリスクごとにバラバラです。そうした場合に、相
互の比較は困難です。本評価手法の特徴は、1）リスクを質調整生存
年数（QALY）という共通指標で表現したこと、2）中央推計値（期待値）
ベースの評価を行ったこと、です。この 2 つの条件を満たせば、どのよ
うなリスクとも比較可能です。

国境を越えたリスクに対しても、適用可能ですが、集計値だけでな
く、リスクを受ける主体が誰であるかがより重要になってくると思われま
す。地球温暖化のような将来世代への影響については、時間を超えた
QALY 損失（計算できたとして）をどのように集計すべきかについては
議論の余地があります。

議論3　質調整生存年数の結果の不確実性

コメント・質問（小野 晃）
図 2 に示されているように、右側の新しい社会ニーズを満たすべく左

側に向かって研究のシナリオを作成していく作業が、本研究では重要で
あったと思います。その結果新たな要素技術の開発が必要であること
が次々に明らかにされたこと自体が、非常に大きな成果と思います。

本研究は、それぞれの要素技術に関して新たな開発に着手しつつも、
それがまだ完了していない（結果が必ずしもまだ十分でない）状況にあ
るのではないかと想像します。また評価の過程の中で大胆な仮定を置
いてもいます。そのような状況の中で、ヒト健康リスクの定量化とリスク
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比較／費用対効果の一応の「結論」を出さざるを得なかったと思います。
このように入力するデータや情報が不十分な場合には、最終的な結

論に一定の不確かさをもたらすと思いますが、その不確かさを評価し、
提示することは可能でしょうか。それができるとユーザーとしてはこれ
らの「結論」をどのような場面に使うべきか柔軟に対応できると思いま
すがいかがでしょうか。

回答（岸本 充生）
今回の試みは、社会ニーズから出発して、それを満たすためにひと

とおりの手続きを完了させることが目標でしたので、おっしゃるとおり、
多少の無理をしてでも数字を出すことを優先しました。そのため、数字
自体の不確実性、つまり分布の幅、に関しては十分考察ができていま
せん。今後は不確実性解析を行い、数字の確からしさについての情報
を加えたいと考えています。それと同時に、情報量の少ない場合にでも
同様の解析が可能となるような方法を開発していきたいと考えています。

議論4　論文のジャーナルへの適合性

コメント（神本 正行）

バックキャストとQALYの採用によって新たなリスク評価手法の提案
とトルエンへの適用を行ったこと、評価の各プロセスで様 な々工夫を積
み上げて有益な結果を得たことが記述されており、本ジャーナルの趣旨
に合致した内容と思います。

議論5　他のリスクとの比較可能性

質問（神本 正行）
今後の課題に「本研究で採用した方法論が他の物質や技術の評価

にも使えることを示していくことも課題である。」とありますが、推定値
も含めデータが得られれば他の物質にも十分適用可能ではないでしょう
か。

回答（岸本 充生）
データが得られれば適用可能です。統計データがそろっているリスク、

例えば、自動車事故の場合では、健康影響の大きさを QALY を用い
て示すことは現時点で可能です。化学物質に関しては、情報が少ない
場合でも不確実性の大きさを含めて、比較可能となるような方法を現在
進行中のプロジェクトで検討中です。




